
【各関係主体の責務・役割等（第４条～第１２条、第１４条、第１５条）】

【目的（第１条）】
本県経済において重要な役割を果たす中小企業の振興に関して、「基本理念」、「県をはじめとする各関係主体の
責務や役割」・「県の施策の基本方針」等を定めることにより、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進し、
「本県経済の持続的な発展」と「県民生活の向上」に寄与する。

【基本理念（第３条）】
(1) 中小企業者の創意工夫・自主的努力が促進
さ

れることを基本とし、その成長が図られること

(2) 中小企業が地域経済活性化・雇用創出に貢
献し、地域社会の担い手として県民生活を支
える重要な存在であるという基本的認識を持
つこと

(3) 地域に集積された豊富な人材や優れた技術、
豊かな自然や歴史、文化といった観光資源、

【県の施策の基本方針（第１３条）】
(1) 経営革新の促進及び経営基盤の強化
(2) 製品開発及び販路開拓の支援
(3) 創業及び新たな事業の創出の促進
(4) 事業活動を担う人材の育成及び確保
(5) 資金供給の円滑化
(6) 知的財産の活用及び産学官連携
(7) 国際的視点に立った事業展開の促進
(8) 中小企業者の事業活動の振興に資する企業誘致の促進
(9) 農商工連携及び６次産業化並びに医療福祉分野等との

連携の促進
(10) まちの賑わいにつながる商業振興の促進

和 歌 山 県 中 小 企 業 振 興 条 例 の 概 要

●総合的・戦略的な中小企業振興施策の実施
●関係機関との連携
●小規模企業者や事業再生に取り組む中小企業者へ
　 の配慮
●中小企業者・関係団体等の意見を聴き、施策に反映
●中小企業者が供給する紀州の地酒等の県産品の率
　 先利活用
●中小企業者の受注機会の増大に資する工事発注、
　 物品・役務調達等
●交通・情報通信をはじめとする産業基盤の効果的な
　 整備・活用
●中小企業の役割等について、県民に広報・啓発

●中小企業者・県民の声が施策に反映されるよう政策
　 提言等を実施

県（第４条、第１２条第２項）

市町村（第５条）

●市町村が行う中小
　 企業振興施策を県
　 が支援

中小企業者（第６条）

●環境変化に対応した経営基盤強化・
　 雇用確保・雇用環境整備・人材育成
　 等
●県産品の利活用、中小企業団体へ
　 の加入、地域活動への参画等によ
　 る地域貢献

県民（第１２条）

県議会（第１１条）

●中小企業の役割等
　 の認識・理解

＜中小企業振興施策の公表等（第１４条）＞

●毎年、県の講ずる中小企業振興に関する施策を取り
　 まとめて公表
●毎年、施策の実施状況等を議会に報告し公表

＜財政上の措置（第１５条）＞

●施策の推進に必要な財政上の措置

●経営向上への積極的な取組
●中小企業と連携した研究開発
　 の推進等

大学等（第１０条）中小企業団体（第７条） 大企業者（第８条）

●事業活動を通じて
　 中小企業振興に配慮

金融機関（第９条）

●資金需要への対応
●経営向上への配慮
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※各主体等の定義については第２条で規定
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